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あらまし

本報告は、移動体衛星通信の移動局アンテナに適用できるデイジタルビーム

フォーミング(DBF)アンテナに関して、アンテナビーム形成及び変復調処理を効

率良く行うための送信及び受信用信号処理方式について検討を行い、実験的にそ

の動作を確認した結果を述べている。

第1章では、本研究の背景について述べる。

第2章では、送信用DBFアンテナの信号処理方式に関して、アンテナビーム形

成及び変調処理を効率良く行うための信号処理方式を示し、この機能を実現する

ために複数のディジタル信号処理用プロセッサ(DSP)を用いて試作した信号処理

部の構成を述べる。

第3章では、受信用DBFアンテナの信号処理方式に関して、アンテナビーム形

成及び復調処理を効率良く行うための信号処理方式を示し、送信用信号処理部と同

様に、複数のDSPを用いてこの機能を実現した受信用信号処理部の構成を述べ

る。

第4章では、試作した送受信信号処理部の処理機能を確認するために、変復調実

験、 L帯平面アレー及びコンフォーマルアレーを用いたアンテナビーム形成実験

を行った結果を述べ、これらの処理が実時間に行えることを示す。

第5章では、本研究のまとめとして、得られた結果を総括し、今後の課題を述

べる。
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第1章 ま え が き

i 
~' 

アレーアンテナの一形態として、デイジタル信号処理技術を用いてアンテナ

のビーム制御を行うデイジタルビームフォーミング(DigitalBeam Forming, 以下

DBF)アンテナが検討されている (1),(2)。これまでDBFアンテナは主にレーダシ

ステムに使われ発展してきたが、近年、移動体衛星通信における移動局用アンテ

ナヘの適用の観点から図1に示すようなDBFアンテナが注目されている (3),(4)。

DBF技術を用いると信号の振幅や位相を精度良く制御できるので、アクテイプ回

路を含めたパターン補正、較正、衛星追尾、アダプテイプな干渉波の抑圧等の機

能を持つ移動局用アンテナの実現が可能となる。このようなDBFアンテナを移動

体衛星通信に用いる際には、良好な通信品質を確保するために常に衛星を追尾し

たビーム走査機能が受信のみならず送信用DBFにも要求され、レーダや陸上移動

通信では必要のない送信用DBF部の構成が問題となる。また、受信用信号処理部

においては搬送波再生及びクロック再生が必要となり、受信用DBF部と復調処理

部の整合をいかにとるかという問題が生ずる。この点については陸上移動通信用

DBFアンテナの開発において、蓄積一括復調処理方式が採用されている(5),(6)。

しかし、取り扱うアレーのアンテナ素子数が陸上移動通信の4素子程度(5),(7)に比

べて、移動体衛星通信では16~19素子程度と多い。また、送受信間の伝搬距離が

非常に長いため、回線設計上、アレーアンテナ部においてCN比を十分かせぐ必

要がある。従って、アレーアンテナとして十分利得を上げた状態で復調処理を行

う必要性がある。

本文では、まず移動体衛星通信に適するDBFアンテナの信号処理方式について

検討を行い、処理効率の観点からも効果的な送信及び受信用信号処理方式を明らか

にする。次に、この方式に基づいた信号処理部を複数のデイジタル信号処理用プ

ロセッサ(DigitalSignal Processor, 以下DSP)を用いて試作し、実時間でのビーム

形成及び変復調機能の確認を行う。また、この信号処理部を用いた平面アレー及

びコンフォーマルアレーアンテナのビーム形成実験により、精度良く所望の方向

にビームが形成できることを示す。
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第2章 送信用DBFアンテナ信号処理部の構成

PSK信号を変調波とする場合の送信用DBFアンテナの信号処理部の基本構成を

図2に示す。固中R~c部は移相器を挿入する箇所の候補を示す。また、 Nはアン

テナ素子数を示す。送信用の信号処理部では搬送波再生及びクロック再生の必要

がないので、ビーム形成と変調を一体化して処理することができる。図2の構成

において、ビーム形成に必要な移相機能は以下に示す3つの典型的な方式により実

現される (8),(9)。

方式 I: ベースバンド信号発生直後で移相操作を行う（図2⑥部に移相器を挿入

することに相当）。

方式II: 送信フィルタの出力直後で移相操作を行う（図2⑤部に移相器を挿入す

ることに相当）。

方式皿： 局部信号の移相操作を行う（図2c部に移相器を挿入することに相

当）。

ここで、所望の方向に1つの固定ビームを形成するものとし、そのためのアンテ

ナ素子毎の移相量は既知としている。また、局部信号(LO信号）発生器ではプロ

セッサのメモリテーブルを参照してLO信号を発生させるものとする。

方式 Iではシンボルレート {bに比例した積和演算量が必要となるのに対し、方

式II、皿ではサンプルレートfsに比例した演算量が必要となる。シンボルレート

とサンプルレートの関係は4Xfb~fsであるから、方式 I では他と比較し少ない演

算量で済むことが容易に分かる。方式皿では所望移相精度に応じて作成されたLO

信号テーブルのデータを直接参照することによっても移相操作を行うことができ

る。しかし、テーブルのデータ容量が大きくなるのでプロセッサのメモリ利用

効率が悪くなる欠点がある。以上より、方式 Iの移相方式が信号処理の効率の点

から有効であることが分かる。なお、方式 Iによる送信用信号処理方式とした場

合に必要となる素子侮の演算量を付録Aにまとめておく。

方式 Iによる送信DBFを実現するために、複数のDSPを用いて16チャネル制御

可能な送信用DBF信号処理部を試作した。図3にその信号処理部を用いたDBFアン

テナの構成を示す。中心となるプロセッサ(DSPボード上）はAT&T社のDSP32C

である (10)。DBF/ModユニットはDSPボード、 2チャンネルアナログ出カポート

を有する 14ビット DIAボード(DIA)、クロックボード(CLK)、2つのDSPボード間

のデータ転送用の16ビットパラレルI/0ボード(P-I/0)から構成される。試作した

送信アレーアンテナ用信号処理部では、 1つのDBF/Modユニットで2チャンネル

の処理を行う構成とし、送信用信号処理部は8個のDBF/Modユニット、 1つの

TxProcユニット、クロックユニットにより構成した。 TxProcユ ニ ットは

DIAボードを除けばDBF/Modユニットと同じ構成である。クロックユニットは

TxProcおよびDBF/Modユニットに、 P-I/0を介した転送データ及びDIA出力の同

期に用いる共通のタイミングクロックをクロック分配器を介して供給する。

-3 -
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このような処理部の構成で、まず固定ビームを形成するためのアンテナ素子毎

の位相は予めパーソナルコンピュータより所定のDSPに転送される。また、変

調データはTxProcユニットからDBF/ModユニットヘP-I/0を介して転送され

る。個々のDBF/Modユニットでは前段のDBF/Modユニットから変調データを受

信し、引続き後段のDBF/Modユニットに送信した後に、 2チャンネル分のビーム

形成（先に述べた信号処理方式 Iに基づく）及び変調処理を行う。その演算結果が

DIAボードに転送される。全てのDBF/Modユニットではこれら一連の演算がパ

イプライン処理により行われ、全DSPに共通して供給されるクロックに同期して

アナログ出力が確定される。 DIAの出力信号はDIA変換同期用クロックの周波数成

分をろ波した後、アップコンバータ (U/C)で送信周波数に変換されアンテナ部に

給電される。
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第3章 受信用DBFアンテナ信号処理部の構成
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図4にPSK信号を復調する場合の受信用DBFアンテナの信号処理部の構成を示

す。 2章に示した送信用DBFと同様に、受信用DBFにおいても所望の方向に1つの

固定ビームを形成するものとし、そのためのアンテナ素子毎の移相量は既知とし

ている。 PSK信号を復調する場合には正確な基準搬送波とクロックを供給する必

要があるために、良好なCN比でこれらの信号を再生する必要がある。特に、移

動体衛星通信では陸上移動通信と比較して取り扱うアンテナ素子数が比較的多く

かつ伝搬距離による損失が大きいため、ビーム形成部で最適なアンテナビームを

形成し、良好なCN比の受信信号とする必要がある。ここでは、移動体衛星通信用

として用いられる 16~19素子程度のアレーに適用することを考え、アレーアン

テナとして利得を上げた状態で搬送波再生及びクロック再生を行う方式とした。

即ち、各素子毎に受信される信号を固定のLO信号発生器を用いた準同期検波によ

りI,Q成分を生成し、各素子侮の位相及び振幅調整後にI,Q成分をそれぞれ合成

し、加算された信号を用いて搬送波位相の補正及びクロックタイミングの抽出を

行う方式とした(4),(9)。この場合、ビーム形成処理部と復調処理部を独立に設計

することができるので複雑なビーム形成処理を行うことができ、また両者に係

わるフィードバックループが含まれないためハードウェアの構成を簡潔にする

ことができる。 PSK信号の復調処理方式には数多く提案されているが、ここでは

プリアンブルレスPSK信号の復調処理を想定し、 FFTを使用した搬送波位相補正

を行い、その後データクロックタイミングの抽出し、データ判定を行う方式を

採用している (11)。なお、本構成において、ビーム形成に必要な素子侮の演算

量、及び復調処理に必要な演算量を付録Bにまとめておく。

図4に示す受信DBFを実現するために、複数のDSPを用いて16チャネル制御可

能な受信用DBF信号処理部を試作した。図5にその信号処理部を用いたDBFアン

テナの構成を示す。アンテナ素子侮の信号処理部には、 DSPボード、 1チャンネ

ルアナログ入カポートを有する 12ビットA几）ボード(A几））、クロックボード

(CLK)、16ビットパラレルI/0ボード(P-I/0)から構成されるDBFユニット

(DBF#l-16)を使用している。また、復調処理部に、 DSPボード、クロックボー

ド(CLK)、16ビットパラレルI/0ボード(P-I/0)から構成される3つの復調ユニッ

ト(Demod#l-3)、及びP-I/0を介した転送データ及びAfD入力の同期に用いる共通

のタイミングクロックの発生に1つのクロックユニット (CLK)を使用している。

このような処理部の構成で、アンテナ素子侮に受信された信号はダウンコン

バータ (DIC)で周波数変換され、 AID変換同期用クロックに同期してサンプリング

が行われた後に図4に示すビーム形成処理が行われる。ビーム形成を行うための

ァンテナ素子毎の振幅及び位相は、送信用DBFと同様にパーソナルコンピュータ

より所定のDSPに転送される。素子毎に処理されたI,Qの各成分はパイプライン

処理により順次加算後、 P-I/0を介して後段のDSPに転送され、最後に復調処理部
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へ転送される。復調処理部では、まずDemod#l,2において搬送波位相補正をFFT

を用いて行う。具体的には、一方のDemodユニットで補正されるべきデータを

DBF#16から受け取ると同時に補正されたデータをDemod#3に送出し、他方の

DemodユニットでFFTを用いて周波数のずれと初期位相を推定しデータの補正を

行う (11),(12)。これらの処理を一定のサンプルデータ間隔毎に交互に繰り返すこ

とにより連続的な搬送波位相補正を実現している。最後に、 Demod#3でデータ

クロックタイミングの抽出し、データ判定を行う (11),(13)。

Low-pass 
Filter 

DIC 

¥....: ............................. Digital Signal Processing ....................................... .. 

; I-CH 

j_ 
A/D 

Antenna #1 

Q-CH 

Low-pass 
Filter 

Phase-
＆ 

Amp.-
Adjust 

．．． 
Phase-

＆ 
Amp. 
Data 

To Demod. 
Proc. 

I-CH 

D;~:§ 吐ロ・・・・・・・■•••一・
Q-CH 

From 
Adders 

:・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・i 
[ : ： 

……・ ●●→  Carrier Clock j 
: : 

) Phase Timing ; 
: : 

● ● ● ● ● ● ● ● ● → Corr. R ・  ecover 
： 

l Demod Proc. l .......................................................... 

Rx Digital 
Data 

[．' 

-

L

i

 

r
・
 

一‘t

A/D: Analog to Digital Converter 
D/C : Down-Converter 
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第4章 試作信号処理部を用いた DBFアンテナの特性

4.1 変復調実験結果

図6に送信用DBF信号処理部により生成された変調信号の一例(2チャネル出力）

を示す。ここでは、 4角配列（素子間隔： 1/2波長）の平面アレーを制御することと

し、 0=30°、 <p=00方向ヘビームを形成することを想定している。変調波はシン

ボルレート 16kbpsの2相PSK波、 DIA変換同期用クロックの周波数128kHz、DSP

内部のLO信号の周波数は32kHzとしている。また、送信フィルタは9タップの低

域通過型FIRフィルタ CV50%ロールオフフィルタ）としており、図7に示す特性と

なっている。図6より DIA変換同期用クロックに同期してDIA変換器の出力が確定

し、帯域制限が施されたシンボルパターンCtb=62.5μs)が得られていることが分

かる。また、 1シンボル内のIF信号(32kHz)に注目すると、パスバンド信号にお

いてビームを形成するための所望の位相差（冗/2)が得られていることが分かる。

図8から 10に、アンテナのビーム方向をe= 0°, so, 60°(いずれも <p= oo)とした場

合に受信用DBF信号処理部で再生された搬送波位相補正後のアイパターンの一例

を示す。ここでは、 16素子平面アレー（素子配列：4X4素子の4角配列、素子アン

テナ：直交2点給電による円偏波励振の円環パッチアンテナ、素子間隔： 1/2波長）に

おいて、 (a)1素子で受信した場合、 (b)8素子(2X4素子）で受信した場合、 (c)16素

子で受信した場合の比較を行っている。図よりアンテナのビーム方向が変わった

場合にもアレー受信時には1素子受信時に比ベアレーアンテナの利得分だけCN比

が向上するためアイパターンが完全に開いていることが分かる。

#N 

#N + 1 

y
 

X 
¢
 

図6 ビーム形成咳渭l処理後の出力({b= 16kbps, 0 = 30°、<p= ao) 

-9 -



0.0 

-10.0 
(HP) 8
p
n
1
~
u
翌
H

-20.0 

-30.0 

-40.0 
0.00 0.05 

VRoll-off filter by 9-tap FIR filter 
fc=0.125 
Roll-off factor: 50% 
Max. deviation : 0.11415 

(linear scale) 

1.2 
I 

1.0 

8pn・:gu
翌
w

8

6

4

 

0

0

0

 

0.2 

0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 

Normalized frequency 

FIRディジタルフィルタの周波数特性

0.35 0.40 0.45 
0.0 

0.50 

図7

-10 -



200mv¥t5 

(a) 素子単体特性

200mv¥t5 

(b) 8素子アレー特性

200mvし
50μs 
~, 贔l-1111Ml1や，●̂」；

(c) 16素子アレー特性

図8 受信時のアイパターン出力(fb= 16kbps, 0 = 0°, ¢= 0°) 
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4.2 ビーム形成実験結果

図11に試作した信号処理部を用いてビーム制御を行った16素子平面ァレーの

ビーム走査特性（円偏波放射特性）を示す。比較のために等価素子半径から求めた 16

素子平面アレーの円偏波放射特性の計算値を示している。ここで、送受信の搬送

波は、周波数1.54GHz、左旋円偏波の連続波（無変調信号）とした。受信時のパター

ンは、素子毎のDSPにおいて8kHzに周波数変換された受信波の合成信号を測定し

たものである。また、アンテナ部を除いた制御装置の振幅、位相の補正は全て信

号処理部で行った。なお、送信用DBFアンテナの実験ではチャネル間の相対位相

の補正のみを行った。図から、計算値によく対応したビーム走査特性が得られて

おり、本信号処理部により精度よくビームの制御ができていることが分かる。

次に、本信号処理部を用いてコンフォーマルアレーの受信時のビーム制御を

行った結果を述べる。図12にアンテナアレ一部の構成、図13に給電部／信号処理部

の構成を示す(14)。コンフォーマルアレーは正20面体を基本構成とする 16素子ア

レーで、高さ： 61mm、直径： 492.5mmの部分球面ァレーである (15)。素子アンテ

ナは直交2点給電による円偏波励振の円環パッチアンテナで、最小素子間隔： 1/2波

長で配列を行っている。図13に示す給電部においては低雑音増幅器とダウンコン

バ ータのMMIC化を行った(16)。試作したM:MIC低雑音増幅器は

l.04~1.94GHzで、 NF1.6dB以下、利得32dB以上を得た。 M:MICダウンコンバー

タは回路の小型化のため、電極構造を共平面化線路として構成した信号合成

LUFETを用いている。

図14に本信号処理部を用いて試作コンフォーマルアレーを最大利得励振し、

ビーム制御を行った受侶時ビーム走査特性（円偏波放射特性）を示す。比較のために

等価素子半径から求めたアレー円偏波放射特性の計算値を示している。搬送波は

周波数1.53GHz、右旋円偏波の連続波（無変調信号）とした。放射パターンは、平面

アレーの場合と同様に、素子毎のDSPにおいて8kHzに周波数変換された受信波の

合成信号を測定したものである。アンテナアレ一部及びアナログ回路部を含めた

制御装置の振幅、位相の補正は全て信号処理部で行った。図から、サイドローブ

レベルが若干高くなっているが、計算値によく対応したビーム走査特性が得られ

ていることが分かる。

ヽ
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第5章むすび

本稿では、移動体衛星通信に適用できる送受信用DBFアンテナの効率の良い信

号処理方式を示し、実験的に検証を行った。送信用DBFに関してはベースバンド

信号発生直後で移相操作を行う方式が処理効率の観点から有効であることを示し

た。また、受信用DBFについてはフィードバックによる遅延がない構成として

ビーム形成部と復調部を分離した処理方式を示した。本文で示した送受信信号処

理方式の処理性能を検証するために、複数のDSPを用いて信号処理部を試作し、

動作実験を行った。その結果、 16kbpsのデータ速度にに対して実時間にビーム形

成と変調又は復調の処理が行えることを示した。また、平面アレー及びコン

フォーマルアレーを用いたL帯でのビーム形成実験の結果、精度良く所望の方向

にビームを形成できることを示した。今後、 DBFの機能を用いて移動体衛星通信

用アレーアンテナとしてアダプテイプ化を図っていく必要がある。また、アン

テナアレーと一体化を図るために信号処理部をASIC化し、その小型化を図る必要

がある。
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付録A 送信用信号処理の演算量

ここでは、送信用DBFアンテナ信号処理部においてデイジタル変調とビーム形

成を行う方式として、ベースバンド信号発生直後で移相操作を行う場合（本文図2

参照）の素子毎の演算量を算出する。なお、ここでの演算量は単位時間当たりの実

数の乗算回数及び実数の加算回数と定義する。

デイジタルPSKにより変調された信号s。(tz)の一般式(DIA変換前のデイジタル値

とする）は次式のように表される。

S。(tl)= cos(w。り +¢m+ 8J (Al) 

l~m 

l = 0, 1, …， m = 0, 1, … 
ここで、 woは搬送波の角周波数、 tiはサンプル時刻、 r/>mはデイジタルPSK方式に

よる変調位相、物はビーム形成のための位相を示す。式(Al)をwotz,んm,Boを引数

とする関数に分けて分けて書き直すと、次式のようになる。

S。(tl)=~[ cos(w。tl)-sin(w。り[l cos/.0訊ーsin(0。) cos/.f ,,J 
sin(O c) cos(O c) ] [ sin(¢m) ] (A2) 

ここで、右辺第1項からそれぞれ、直交変調、ビーム形成、ベースバンド信号発

生の計算を示す。また、第2,3項の行列の1列目はI-CH、2列目はQ-CHの信号を示

す。式(A2)において、送信データの帯域制限のために低域通過型のフィルタ

（ルートロールオフフィルタ）をビーム形成後にかけると、次式のようになる。

1 cos(B J -sin(B J cos(rf,』
汎）= 2 [ cos(w。9-sin(w。り]diag(H(w c), H(w c)) [ sin(B J cos(B J ] [ sin(rf, m) ] (AS) 

ここで、 diag(a1,a2, …，an)は対角成分がa1,a2, …，anであり、その他の成分は0と

なる nXn配列の行列である。また、 H(wc)はディジタルFIRフィルタで実現され

るルートロールオフフィルタの伝達特性を示す。式(A3)の計算に必要な演算量を

表A-1にまとめる。ここで、ベースバンド信号及び搬送波はプロセッサ内部のそ

れぞれのテーブルを参照することで発生させるものとし、演算量には含めな

い。また、ビームを形成するための位相量(cos(fJo),sin(fJo))は既知として、その

演算量も含めない。
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表A-1 送信時ビーム形成咳渭l処理に必要な演算量

演算内容

ビーム形成

フィルタリング

直交変調

演算量（乗算）① 演算量（加算）② 演算量（①+②)

4fb 

2Nf5 

2f5 

-22-

2fb 6fb 

2(N-1)f5 2(2N-1)f5 

. fs 

fb: シンポルレート
fs : サンプルレート

3fs 

N: FIRフィルタのタップ数



・ブ.. • • , , 

付録B 受信用信号処理の演算量

ここでは、受信用DBFアンテナ信号処理部においてビーム形成とディジタル復

調を行う場合（本文図4参照）の演算量を算出する。まず、 B-1でビーム形成に必要

な素子毎の演算量を求め、 B-2でビーム形成後のアレー合成出力を用いて搬送波位

相補正、及びクロック再生を行うための演算量を求める。なお、ここでの演算量

も付録Aと同様に単位時間当たりの実数の乗算回数及び実数の加算回数と定義す

る。

B-1 ビーム形成の演算量

素子アンテナヘの入射信号Si(tz)の一般式は次式のように表される (AID変換後の

デイジタル値とする）。

s/t 1) = cos(cv0り+rf,m -BJ (Bl) 

l~m 

l = 0, 1, ... , m = 0, 1, … 
ここで、 woは搬送波の角周波数、ヵはサンプル時刻、んmはデイジタルPSK方式に

よる変調位相、 Boはビーム形成のための位相を示す。ここで、例えばデイジタル

vcoを局部発振器として用いて同期検波ができたとすると、受信されたI,Q-CH 

のデータ [cos(cfm), sin(勅m)]Tは次式のように表される (Tは転置を示す）。

[ cos<;,.) l =q co,(8J -sin(8J l 化）
sin(rp m) 2 sin(8砂cos(8J

diag(H(w), H(w))diag(cos(w t) -sin(w t)) 
Ol'Ol  [化） ] (B2) 

ここで、右辺第1項からそれぞれ、ビーム形成、フィルタリング、同期検波（直交

搬送波の乗算）の計算を示し、 diag(a1,a2, …, an)は対角成分がa1,a2, …，anであ

り、その他の成分は0となる nXn配列の行列である。また、行列の1列目はI-

CH、2列目はQ-CHの各信号を示す。式(B2)におけるフィルタリングは、受信

データの帯域制限と検波出力における高調波のろ波のために行っており、低域通

過型のフィルタ（ルートロールオフフィルタ）としている。 H(wc)はその特性を

デイジタルFIRフィルタで実現した場合の伝達特性を示す。

式(B2)の計算に必要な演算量を表B-1にまとめる。ここで、局部信号はプロ

セッサ内部のそれぞれのテープルを参照することで発生させるものとし、演算

量には含めない。また、ビームを形成するための位相量(cos(Bo),sin(Bo))は既知と

して、その演算量も含めない。なお、表B-1第4項目のI,Q成分の加算の演算で

は、式(B2)により素子毎に得られるI,Q成分の和を素子間パイプライン処理によ

り求めることを想定している。
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表B-1 受信時準同期検波／ビーム形成処理に必要な演算量

演算内容 演算量（乗算）① 演算量（加算）② 演算量（①＋②）

直交搬送波乗算

フィルタリング

ビーム形成

l、Q成分の加算

B-2 復調処理の演算量

B-2-1 搬送波位相補正

2f5 

2Nf5 

4fs 

゜

゜
2fs 

2(N-1)f5 2(2N-1)f5 

2f5 6f5 

2f5 2f5 

fs : サンプルレート
N: FIRフィルタのタップ数

図B-1にFFTを用いた搬送波位相補正部の構成を示す。この搬送波位相補正部に

入力されるI,Q信号（準同期検波／ビーム形成後の信号）を複素数で表すと一般に次式

のようになる。

s'ltz) = exp(j△%。り +j△6 + j<f,m) 

i = v-1 
l~m 

(B3) 

l = 0, 1, ・・・, m = 0, 1, … 
ここで、△woは搬送波角周波数のずれ(=2冗△fo, △ fo: 搬送波周波数のずれ）、△()は

搬送波の初期位相である。図B-1に示される搬送波位相の補正は、△wo及び△0を

FFTを用いて正確に推定し、 exp(ーj(△wo打十△0))を補正係数として入力信号に乗ず

ることにより復調信号を抽出するというものである。但し、 FFTを用いた搬送波

周波数のずれ及び初期位相の推定では、信号に変調成分(PSK)があると搬送波周波

数のずれ及び初期位相の推定ができないので、 PSKの位相数(M)だけ入力信号を

逓倍して除去する。また、 FFTの対象となる信号がDC付近又はナイキスト周波

数付近の成分であると誤差が生ずる。特に、式(B3)で表される準同期検波後の信

号はベースバンド帯となるため、直接この信号を用いてFFTを行うと推定された

搬送波周波数のずれ及び初期位相に誤差が生じてしまう。これを避けるために適

当なIF周波数帯に入力信号を変換する。更に、入力信号に対して適当な時間ウィ

ンドーを掛けてFFT後の結果において不要周波数成分の抑圧を図る。これらの計

算はFFTの前処理として行われる。但し、入力されるI,Q信号そのものは別途メ

モリに格納するものとする。

以下に、個別の演算方法の概略を述べ、必要な演算量を算出する。
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図B-1 受信時搬送波位相補正部の構成
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PSK方式による変調位相<pmは、 2相PSKで0,冗、 4相PSKで0,冗/2,冗，3冗/2である

ので、その位相数(M)だけ入力信号を逓倍すると変調成分が除去できる。このと

きの演算量は、毎秒fslog2M回の複素数の乗算分となる。

(2) 周波数変換とハニングウィンドーの乗算

ここでは、時間ウィンドーとしてハニングウィンドーを用いる。周波数変換

とハニングウィンドーの乗算はまとめて

exp(j加 f1fk)XHannk (B4) 

k=O, 1, …， Nd-1 Nd:FFTに用いるサンプルデータ数

を乗ずることで実現できる。ここで、 {IFは周波数変換に使用する信号の周波数、

Hannがま次式で与えられるハニングウィンドーである。

加 k
Hann = l -cos(一）

k N 
d 

(B5) 

式(B4),(B5)により計算される係数は予め求めることができるので、プロセッサ

内部のテーブルに格納しておくものとする。従って、ここで必要となる演算量

は毎秒fs回の複素数の乗算分となる。

(3) FFT 

(2)の結果求められたNJ固の信号に対してFFTの演算を行う。基数2の演算を行

うとすると、 1回のFFTの演算には、複素数の乗算がNa/2logif'位回、複素数の加

算が3Na/2logiN調必要となる。従って、 FFTの演算はN必Cts=llfs)時間に1回行
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えばよいので、演算量は複素数の乗算が侮秒fsf2log沙位回、複素数の加算が

3fsl2log叙 d回となる。

(4) スペクトラム最大サンプル点の検索

FFTにより求められた複素スペクトラムをXk(k=O,1, …, Na-1)として、その

スペクトラムが最大となるサンプル点を、パワースペクトラムを計算して検索

する。このとき、 Xkの実部と虚部のそれぞれの2乗とその結果の加算を行うとパ

ワースペクトラムが求められる。ここでは、検索を行うために必要なパワース

ペクトトラムの比較に要する演算は含めない。従って、必要な演算量は、実数の

乗算が毎秒2fs回、加算が毎秒fs回となる。ここで、求められたスペクトラム最大

サンプル点をfmaxとする。但し、 fmaxしま[O,Na-1]の値をとる整数である。

(5) スペクトラム最大点の推定

(4)においてスペクトラム最大サンプル点fmaxにおける複素スペクトラムを

Xmaxとすると、

abs(X 
max-1 

） 
r= 

abs(X) 
, if abs(X) < abs(X) 

max-1 max+l 
max 

(B6) 

abs(X 
m心 +1

） 

s= 
abs(X) 

, if abs(X) > abs(X) 
max-1 max+1 

max 

(B7) 

の関係を用いて、次式の補間式より正確なスペクトラム最大点festが求められる。

1 -2r 
f = f + - if abs(X) > abs(X 

(B8) 

est m匹 1+ r max-1 max+l 

1 -2s 
f =f -— est max 1 + 8 

, if abs(X) < abs(X) 
max-1 ma.x+l 

(B9) 

ここで、 Xmax-1,Xmax+ 1 lまそれぞれスペクトラム最大サンプル点fmax前後の点

f max-1, {max+ 1における複素スペクトラムを示す。演算量の計算にあたり、式

(B6), (B8)で代表させて考える。

① rの計算

実際にはrは次式により計算される。

x2 +x2 . 
r = -V( max-1,r max-1, i 

対 +x2
） 

(BlO) 

max,r max, i 
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ここで、 Xmax,r, Xmax, iはそれぞれ、複素スペクトルXmaxの実部、虚部

を示す。分母、分子の値が既に(4)において求められているので、必要な

演算量はN必時間に実数での除算と開包(squareroot)の計算がそれぞれ1

回となる。

② (l-2r)/(1 + r)の計算

分母、分子の計算に、 Ndts時間に実数の乗算が1回、加算が2回必要とな

る。その結果を用いて比を求めるために、実数の除算がN必時間に1回必

要となる。

③ festの計算

②の結果と fmaxを加算して、 festを求める。このとき、 N必時間に実数の

加算が1回必要となる。

(6) スペクトル最大周波数位置での初期位相の計算

(5)で求められたfestにおける初期位相0estは次式により推定される。

8 est = Arg {X maxexp[-j冗(fest-f max)(l -l/ Nd)]} (B 11) 

既知となる値をまとめて、書き換えると

8 = Arg{X exp(-ja△ /)} est max (B12) 

a=冗(1-1/Nd)

△ {= fest-f max = (1-2r)/(1 + r), or -(1-2s)/(1 + s) 
実数での計算に書き換えると

-X sin(a△ {) + X .cos(a△{) 
nuェ~r nu江， t

8 = arctan 
est X cos(a△ {) + X .sin(a△{) 

nuヰ r max, i 

(B13) 

必要となる演算量をまとめると以下のようになる。

① sin, cos関数の引数(a△nの計算

a, △肛ま既知なので、両者の乗算（実数）がN必時間に1回必要となる。

② sin(a△ f), cos(a△Pの計算

①の結果を用いて、 N必時間にsin,cos関数の演算がそれぞれ1回必要と

なる。

③ arctan関数の引数の分母、分子の計算

②の結果を用いて、 N必時間に実数での乗算が4回、加算が2回必要とな

る。

④ arctan関数の引数の計算

③の結果を用いてarctan関数の引数を計算するために、 N必時間に除算

が1回必要となる。

⑤ arctan関数の計算
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④の結果を用いて、 N必時間にarctan関数の演算が1回必要となる。

(7) 搬送波周波数ずれに相当する位相と初期位相の計算

(5), (6)の結果、逓倍後の信号の正確な周波数festと初期位相和stが推定できたの

で、これらを用いて搬送波周波数ずれに相当する 1サンプル時間当たりの位相

△四ots、初期位相△0の計算を以下のように求め、搬送波位相補正に用いる。

① △四OTSの計算

fest -fif △ wt canst 
△ CJ) t =△ wt = ( -

0 s canst M M 
) (f f.) 

est if 

(B14) 

△叫const:FFT後のデータ（周波数領域）における 1データ間隔、及び1サン

プル時間当たりの位相

{if: FFT直前に周波数変換した際の基準周波数柘？に相当するデータポイン

卜

例えば、 2相PSK信号を仮定し(M=2)、サンプル周波数：128kHz、FFTに

用いるサンプルデータ数：1024、変換周波数fIF= 32kHz(fit= 256)、推定

された周波数{EST=48kHz (fest= 384)とする。この場合、△叫constは、

△叫=~ニ
co⑬ t 1024 

となる。また、△wotsは、

(rad) 
(B15) 

△ Cl) t = 
2冗 384-256 (Bl6) 

= 0.0625X2冗 (rad)=22.5(deg.) 
0 8 1024 2 

となり、この値は周波数ずれが8kHz(=128kHzX 0.0625)の場合の1サン

プル時間当たりの位相ずれに相当することがわかる。この計算では

△叫constfMを予め求めることができるので、式(B14)の計算にはN必時間

に実数の乗算が1回、加算が1回必要となる。

② △fJの計算

△ 8 est l 
△ 8= - =(-)X△ 8 (rad) 

M M est 

(B17) 

1/Mは予め求められるので、この計算にはN必時間に実数の乗算が1回必

要となる。

(8) 補正係数の計算

補正の対象となるデータは式(B3)で与えられる s'i(tk)(= s'i,rCtk) + js'i,r(tk), k = 0, 

1・・・,Nd-1)であり、搬送波位相の補正は次式により行われる。
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k s. (t)← s.(t)Xexp[-j(△ wt・k十△8)]=s.(t)Xexp(-j△ wt) Xexp(-j△ 8)] 
i k i k Os i k Os 

(B18) 

k=0,1,・ …, Nd-1 
ここで、補正係数として△wots, △0を引数としたsin,cos関数、即ち sin(—△wots), 

cos(—• wots), sin(—• 0), cos(—• 0)を求めておけば、式(Bl8)による補正をを逐次行う

ことができる。従って、補正係数の計算のために、 Nぬ時間にsin,cos関数の演算

が共に2回必要となる。

(9) 搬送波位相の補正

(8)において求められた補正係数を用いて搬送波位相の補正を行うには、 1つの

データに対し複素数の乗算が2回必要となり、演算量は複素数の乗算が苺秒2fs回と

なる。

上述の(1)から (9)で述べた搬送波位相補正に必要な演算量をまとめると表B-2とな

る。

表8-2 受信時搬送波位相の補正処理に必要な演算量

演算内容 演算量（乗算）① 演算量（加算）② 演算量（①＋②）

逓倍 4fs・log2M 2f5・/og2M 6fs・log2M 

ウ周ィ波ン数ド変ー換乗＋算
4f5 2fs 6fs 

FFT 2fsfNd・log州d 4f: 如 d.log2Nd 6~ 如 d・log2Nd

スペクトレラ点ム検最索
大サンプ）

2fs fs 3f5 

スペクトラム最 14fsfNd 14fsfNd 28fsfNd 
大点推定

初期位相推定 30fsfNd 23fsfNd 53fsfNd 

△四ots,△0の計算 2fsfNd fs/Nd 3f如 d

補正係数の計算 22fsfNd 16fsfNd 38fsfNd 

搬送波位相補正 Bfs 4f5 12f5 

fs : サンプルレート

M: PSK信号の変調位相数
Nd:FFTに用いるサンプル数

B-2-2 クロック再生

図B-2にクロック再生部の構成を示す。クロック再生では送受信間のクロック

タイミングの位相差を求め、その位相差の整数倍に相当するサンプル点において
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復調されたデータを判定すればよい。 PSK信号のクロック再生を行う際には、送

受信フィルタによる帯域制限を受けたとき、包絡線が一定とならず、シンボルの

変わり目で包絡線が落ち込むという性質を利用することができる。即ち、落ち込

みの最小時間間隔はデータクロックのタイミング朽(=ll{b)となるので、シンボ

ルレートに相当する周波数成分が受信信号に含まれる。この性質は受信信号を自

乗した信号に対しても当てはまるので、直交する基準クロックをプロセッサ内部

で発生させ、自乗した信号との相関を取ることで上述の位相差を求めることがで

きる。式にまとめると次式のように表される。

N -clock 
1 

L ls.'(t)12sin(2冗ft)
i k bk 

k=O 
8 =arc幻n
clock N 

clock 
-1 

こ Is.'(t)12cos(2冗ft)
i k bk 

k=O 

(Bl9) 

Is'叫）12 = s'i,r<tk)2 + s'i,i(松）2

ここでNclockは式(B19)の計算に用いるサンプルデータ数で、サンプルレートと

データレートの比f忍{bの整数倍となるように選ぶ。

I-CH 

Q-CH 

Timing 
Clock 

Rx Digital 
Data 

ル．

図B-1 受信時クロック再生部の構成
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(1) 入カデータのバワーの計算

PSK信号がその受信データにより、符号が正負と変化するので、その2乗をと

り信号の符号変化をなくす。この計算に実数の乗算が毎秒2fs回、加算が鋸秒fs回

必要となる。但し、 2相PSK信号の場合、 I-CHデータのみを用いればよいので、

乗算が毎秒fs回、加算が毎秒0回となる。

(2) 直交基準クロックとの相関

基準クロックをプロセッサのテーブルルックアップにより発生させるとする

と、相関の計算には乗算が毎秒2fs回、加算が2fs回必要となる。

(3) 相関演算結果の比の計算’

arctan関数の引数となる相関演算結果の比を求めるために、 Nclockts時間に除算

が1回必要となる。

(4) 0clockの計算

(3)の結果を用いてメモリテーブルのルックアップにより fJclockが求められるも

のとし、演算量には含めない。

上述の(1)から (4)で述べたクロック再生に必要な演算量をまとめると表B-3とな

る。

表B-3 受信時クロック再生処理に必要な演算量

演算内容 演算量（乗算）① 演算量（加算）② 演算量（①+②)

入カデータの自乗 2fs fs 3f5 

クロック相関演算 2fs 2fs 4fs 

相関演算結果の比 4相Nc1ock 3柑Nc1ock 7f: 孤lc1ock

紐ockの計算

゜ ゜ ゜fs : サンプルレート

Nc1ock: 相関演算に用いるサンプル数

（参考1) 除算の計算

引数は分母、分子とも浮動小数点数で表されると仮定する。分母をD、分子をN

とすると、次式のように除算の演算が行われる。

N 1 1 1 
-=NX-=NX =NX-2―n 
D D MX2n (l+a) 

(B20) 
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n: 整数

M:[1,2) 

＇ 1/(1 + a)を級数展開すると、

~=1-a+a2-註+a4···=(1-a)[l+註+(a呼］
l+a 

(B21) 

となる。 2-nはnビットシフトに相当する。結局、除算の計算には、実数の乗算が

4回、加算が3回必要となる。

（参考2) 開包(squareroot)の計算

引数Xが浮動小数点数で表されると仮定する。

n 

VX=V(MX2り=VM・22
(B22) 

n: 整数

M: [l, 2) 

まず、 vMの計算を級数展開を施して行うと、次式のように求められる。

a a2 詑 5仕 7詑 2la6 (B23) 
2 VM=(l+a) ::::,l+---+--—+―-—ー・・・・

2 8 16 128 256 1024 

vM:::::(((知 +c炉+c3)a+c叫a+c1)a +c。 (B24)

次に、 2n12は次のように求められる。

n: even 

n: odd 

2nを1ビットだけシフトすればよい。

2(n'+l)/2として、 VMで求められる値にv2を乗じて、 2n'を1ビット

だけシフトすればよい。

この計算にあたり、 nがeven,oddの場合のそれぞれに対応するVMの展開係数を

用意しておけば、両者の演算量は同じとなる。このときの演算量は、実数の乗算

が5回、加算が5回必要となる。

（参考3) sin(X)の計算

次式の級数展開の式を用いて計算する。

sin(X)=X+c因+c芥虹cぶ+cぎ9=((((cぎ+ci炉+c砂X2+c1)X虹l)X (B25) 

Cl= .,0.166666567, c2 = 0.833333334・10-2, 

c3 =-0.198412698・10-3, c4 = 0.275573192・10-5 

このときの演算量は、実数の乗算が6回、加算が4回必要となる。
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（参考4) cos(X)の計算

次式の級数展開の式を用いて計算する。

cos(X) = 1 + c1だ+cざ+c因+c_;x8=(((cぎ+c3)X2+c因+c1)X虹1 (B26) 

Cl =-0.5, C2 = 0.416666667・10-1, 

c3 =-0.138888889・10-2,c4 = 0.218015873・10-4 

このときの演算量は、実数の乗算が5回、加算が4回必要となる。

（参考5) arctan(X)の計算(X>O)

次式の級数展開の式を用いて計算する。

冗

arc幻n(X)= — +c Y+c2Y虹c3Y虹C4ザ+c5Y9=((((心+c匹+ca炉+ct笠+c1)Y+
冗(B27)

4 1 4 

.

.
 

疇

Cl= 0.999866, C2 =-0.3302995, 

c3=0.180141, c4=-0.085133 

c5=0.0208351 

この式の演算には実数の乗算が6回、加算が5回必要となる。ここで、 Yは次式で

与えられる。

.,.; :・_・_ヽ.. j 

X-1 
Y= 

X+l 

(B28) 

このYの計算に実数の加算が2回、除算が1回必要となる。従って、上記2式を含め

て、 arctan(X)の計算には、実数の乗算が10回、加算が10回必要となる。
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